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1．はじめに
アスベストの特徴は複合型の公害であるということである。アスベストの被害は生産・製造・
解体・廃棄過程で生じ、職業病・労働災害がある。その災害は、周辺住民あるいは労働者家族
の公害、商品消費にともなう公害（とくに建物解体時の公害）が複合している。アスベストの
使用は、住宅・事業所の使用、自動車・船舶・機関車などの交通機関の利用、その他アスベス
トを使用した 3000 種の商品に及んでいる。さらに、人体や商品に蓄積（ストック）した有害物
質によって、長期間（15 年～ 40 年）を経て被害が発生するという特徴を持っている。生産や使
用をやめても、ストックがある限り、長期にわたり被害が継続する。アスベストは現在進行中
の複合型公害である。
アスベスト被害は 2050 年にピークを迎えるという予測もあり、ストック公害はこれから始ま
るといえる。予防原則による行政責任、公害の発生源責任、拡大生産者責任が問われている。
また、震災時には阪神・淡路大震災にみるように一時期に建物等が崩壊し、崩壊処理が急がれ、
アスベストの被害も眼に見えない形で発生する。
本稿では、多岐にわたるアスベストの使用の中でも、7割近くを占める建築物に焦点をあて、
アスベストの被害の予防について検討する。検討に際しては、震災と平常時を比較しながら行
うこととする。大地震が起きると、倒壊した古い建物から大量の粉じんやアスベストが飛散す
る場合がある。阪神淡路大震災では倒壊した建物の解体工事の周辺では、 高濃度のアスベストが
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飛散した。日常の生活とは異なる対応が求められる。被災地の人々が粉じんやアスベストから
被害を少なくするための予防則を考察していきたい。
2．予防の概念
アスベストを生じさせないようにする予防には、一次予防、二次予防、三次予防がある１）。基
本的には、一次予防、なるべく粉じん、ほこりを吸わないようにする。もしくはほこりが出る
環境であっても、防塵マスクできちんと抑えることが重要である。二次予防としては、早期発
見や早期治療がある。三次予防は、実際病気になってしまった後のリハビリなどの措置がある。
アスベストの病気は治る手段が少ないので、一次予防が非常に大切になる。
これは障害が発生しないような予防であり、その原因を点検して、まさに被害が生じによう
にするための予防、0次予防が求められているのである。
石綿（アスベスト）は、体内に吸引することによる発がん性を理由に、建築工事における石
綿の吹付け作業は 1975 年に原則禁止に、1995 年には、労働安全衛生法施行令の改正により、ア
モサイト（茶石綿）及びクロシドライト（青石綿）並びにこれらの含有製品の製造、輸入、譲渡、
提供又は使用の禁止（1％超含有）、2004 年にはアモサイト（茶石綿）及びクロシドライト（青
石綿）以外の石綿の含有製品（建材、摩擦材、接着剤）の製造、輸入、譲渡、提供又は使用の
禁止（1％超含有）が施行された。
2006 年 9 月以降は、代替が困難な一定の適用除外製品等を除き、石綿及び石綿をその重量の
0.1％を超えて含有するすべての物の製造等が禁止になり、さらに 2012 年 3 月以降には石綿及び
石綿をその重量の 0.1％を超えて含有するすべての物の製造等が禁止された。
平成 17 年 6 月に石綿製品製造工場で作業歴のある従業員等に中皮腫等の健康被害が多発して
いることが公表され、これを契機に、石綿の大気環境中への飛散に伴う健康被害についての懸
念が高まり、「石綿による健康被害の救済に関する法律」が平成 18 年 3 月 27 日に施行された。
以上のように石綿の障害を減少させる法律等は整備されたように思われる。しかし、本当に
石綿被害の減少につながる規定であるか検証していきたい。
石綿障害予防規則の第一条では、事業者の責務として、事業者は、石綿による労働者の肺がん、
中皮腫その他の健康障害を予防するため、作業方法の確立、関係施設の改善、作業環境の整備、
健康管理の徹底その他必要な措置を講じ、もって、労働者の危険の防止の趣旨に反しない限りで、
表－ 1　予防の概念１）
一次予防 水・大気等の環境の改善、職業作業環境の改善、個人保護具（防塵マスク）の使用、
健康増進活動等
二次予防 早期発見、早期治療
三次予防 機能障害の防止、リハビリテーション
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石綿にばく露される労働者の人数並びに労働者がばく露される期間及び程度を最小限度にする
よう努めなければならない、事業者は、石綿を含有する製品の使用状況等を把握し、当該製品
を計画的に石綿を含有しない製品に代替するよう努めなければならないとしている。
また、第三条では、事前調査として、事業者は、建築物、工作物又は船舶の解体、破砕等の
作業（石綿等の除去の作業を含む。以下「解体等の作業」という。）や石綿等の封じ込め又は囲
い込みの作業を行うときは、石綿等による労働者の健康障害を防止するため、あらかじめ、当
該建築物、工作物又は船舶（鋼製の船舶に限る。以下同じ。）について、石綿等の使用の有無を
目視、設計図書等により調査し、その結果を記録しておかなければならない。
さらに、事業者は、前項の調査を行ったにもかかわらず、当該建築物、工作物又は船舶につ
いて石綿等の使用の有無が明らかとならなかったときは、石綿等の使用の有無を分析により調
査し、その結果を記録しておかなければならない。ただし、当該建築物、工作物又は船舶につ
いて石綿等が吹き付けられていないことが明らかである場合において、事業者が、当該建築物、
工作物又は船舶について石綿等が使用されているものとみなして労働安全衛生法 （以下「法」と
いう。）及びこれに基づく命令に規定する措置を講ずるときは、この限りでない。
また、事業者は、先に述べた作業を行う作業場には、調査を終了した年月日、調査の方法及
び結果の概要を作業に従事する労働者が見やすい箇所に掲示しなければならない。
この予防規則も障害予防であり、日本では、建物の通常使用時におけるアスベスト調査は義
務付けられていない２）。先ほどみたように、アスベストの飛散し、労働者が暴露する場合、除去・
封じ込め・囲い込みの措置の管理義務はあるが、アスベスト調査の義務は無いのである。石綿
等の使用の有無を目視、設計図書等により調査だけでよく、分析はしなくてもいいのである。
これに対して、アメリカ、イギリスでは明確に義務付けられている。米国ではアスベストが
含まれていそうな建材だけでなく、むしろアスベスト含有とは思えない建材もすべて採取・分
析するように AHERAで規定する。英国でも確固たる証拠がない限り、建材はアスベスト含有
とみなすと公認実施基準（ACOP）で厳しく定める。壁などを壊してその奥にアスベスト建材が
ないか調べる破壊検査も含め、徹底的な実施を ACOPで規定している。
米国や英国では、アスベストを含有しないことがはっきりしている木材やコンクリート、金
属といった極めて限られた建材以外は必ず分析の上で判断することになっている。
日本の本当の意味での予防政策の大きく遅れをとっていると言えよう。
3．廃棄物としての非飛散性アスベストの管理
アスベスト（石綿）を使用していた建材などの製品が廃棄物となったもの、つまり、使用済
みの石綿含有製品については、その性状により、廃棄物処理法によって表－ 2の処理規定が定
められている。
大気中に飛び散りやすい吹き付けアスベストなどの「飛散性アスベスト」に対してこう呼ば
れる。非飛散性アスベスト廃棄物は建築解体などに伴って発生し、そのままでは飛散性はない。
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しかし、破砕などによって表面や破断面からアスベストが飛散して、人の健康や生活環境に対
して被害を及ぼすおそれがある。主な種類としては、1）波板やボードなどのスレート、2）住
宅屋根用化粧スレート、3）パーライト板、4）珪酸カルシウム板、5）スラグ石膏板、6）ビニ
ル床タイル、7）煙突用ライニング材―などがある。
非飛散性アスベスト廃棄物については長く法的な位置付けがなく、環境省は都道府県に破砕
しないように通知を出すなどして対応していた。しかし、2006 年に施行された改正廃棄物処理
法と同法施行令、施行規則などにより、非飛散性アスベスト廃棄物が「石綿含有産業廃棄物」
として、飛散性アスベストと同じく特別管理産業廃棄物として規定された。具体的には、工作
物の新築や改築、除去に伴って発生する産業廃棄物のうち、アスベストを重量の 0.1％以上含む
ものを非飛散性アスベスト廃棄物として、国が定める基準に従って処理することが義務づけら
れた。また、特別管理産業廃棄物に指定されていない非飛散性アスベスト廃棄物の処理につい
ては、環境省が定めた技術指針に従って適正処理する必要がある。
震災時などを対象にしたアスベスト廃棄物の処理は図－ 1のように示されている。ここでも、
0次予防に当たる事前調査が極めて重要となる。
4．日常的なアスベスト対応
（1）石綿（アスベスト）の現状
石綿（アスベスト）は熱や引っ張りに強く、燃えない。そして何より安価である。産業革命
とともに本格利用が始まり、各国の経済成長を支えた。かつては奇跡の素材と喧伝され、有害
な悪魔の素材にもかかわらず、大量に使われた。日本は 1000 万トンを消費している。1970 年代
にWHOや ILOが発がん性を指摘したのに、日本が使用禁止にしたのは先に述べたように 2006
年である。石綿は建物など社会のあちこちに蓄積（ストック）された。
石綿は生産・流通・消費・廃棄の経済活動の全局面で複合的に影響を与えるストック災害と
される。
日本で中皮腫による死者は 2006年から毎年 1000人を超え、2010年は 1209人、2011年 1258 人、
2012 年は 1400 人、2013 年は 1410 人となって増加傾向を示している。地区別には、兵庫、大阪、
東京、神奈川で多い。石綿を扱う工場などで働いたことがないのに病気になった人の数は中皮
表－ 2　非飛散性アスベストの処理３）
区分 処理規定
飛散性を有するアスベスト 特別管理産業廃棄物「廃石綿等」として処理
非飛散性のア
スベスト
重量で 0.1％を超える石綿を含有
するもの
産業廃棄物の「石綿含有廃棄物」として無害化処理
重量で石綿含有量が 0.1％以下の
もの
産業廃棄物として処理。
例：「がれき類」または「ガラスくず及び陶磁器くず」、
「廃プラスチック」
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図－ 1　アスベスト廃棄物の処理フロー４）
図－ 3　アスベストの輸入量の変化と法規制６）
図－ 2　アスベストの輸入量と中皮腫死者数５）
－ 10 －
別冊　政策科学　アスベスト特集号 2017年度版，July. 2017
腫と肺がんで 8000 人を超え、その半数が亡くなっている。
一方、労働災害として認定される人の数は毎年 1000 人を超えている。高度成長期に起きた四
大公害事件よりも被害者が多くなるのは間違いない。規制の決定的に遅れを踏まえると、被害
のピークは 2030 年位と予測されている。
（2）縦割り的な法規制
日本のアスベストに関連する法体系は図－4に示すように大きく3つに分かれている。1つは、
労働安全衛生法系である。厚生労働省は、労働安全衛生法、石綿障害予防規則という作業に従
事する人の安全を図るための法律制度である。作業に従事する者というのは、使用従属関係に
ある従業員である。もう 1つは大気汚染防止法で、住民等の一般環境中に対する濃度に関わる
ものである。さらに、廃棄物処理法もある。これに関しては建設リサイクル法も関わってくる。
建設リサイクル法は国土交通省の管轄である。
基本的には、このような指針は、図－ 4に示すような縦割り行政での法体系をある程度念頭
に置きながら出しているが、複合的なストック公害をまさに体系的に考察した上での指針では
なく、単なる行政指導にすぎないとも言えよう。
現在の法制度には、そもそも災害時を想定したアスベスト被害を防ぐための法制度は基本的
に存在していないという問題がある。日本の大気汚染防止法、労働安全衛生法系、あるいは廃
棄物処理法系の制度というのは、すべて平時を想定したものであり、災害時にどう対応するか
ということを想定した法制度ではない。そのために災害時の状況にフィットしてないのである。
図－ 4　アスベスト対策の縦割り行政７）
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（3）建築物の耐用年数とアスベストの発生
石綿は 1960 ～ 80 年代に断熱材などとして主に建材に多く使われていた。2006 年に製造や使
用が原則禁止されたが、国土交通省の推計では、石綿含有が疑われる 1956 ～ 2006 年の民間建
物は全国で約 280 万棟ある。耐用年数から、解体対象は 2020 年ごろに約 8万棟、ピークの 2030
年ごろは約 10 万棟になる見通しである。解体時などに石綿が飛散すると、作業員や周辺住民ら
の石綿関連がんの発症リスクが高まる。
吹付けアスベスト等の使用が稀である戸建て住宅や木造の建築物を除外しても、建物の耐用
年数からして約 280 万棟の建築物は解体されることになる。解体のピークが訪れる約 10 数年後
の 2030 年前後と推計され、そのピーク時の解体棟数は、図－ 5に示すように 2009 年と比べて、
約 2 倍と推計される。
石綿が多用された時期は表－ 3に示すとおりである。
アスベスト含有建材は、レベル 1・2・3 とあって、レベル 1が主に吹付け材、レベル 2が保
温材や耐火被覆材、レベル 3がそれ以外の石綿含有スレート等々で、レベル 3が多くを占めて
いる。
特殊建築物とは、学校や体育館、ホテル、旅館、病院、劇場、映画館などの建築用との他、
300 ～ 3000 ㎡超の規模用件で定めている
大気汚染防止法で対象にしている石綿は、大気汚染防止法の施行令の 3条の 3にあり、吹付
け石綿と石綿を含有する断熱材、保温材、耐火被覆材に限られている。いわばレベル 3の石綿
含有スレートについては、そもそも大気汚染防止法の対象になっていないのである。石綿含有
図－ 5　民間建築物の解体件数の推移８）
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スレートが含まれている家を解体する場合には大気汚染防止法の規制対象にならないのである。
石綿障害予防規則でも、レベル 3では、基本的には呼吸用の防護用具と作業衣をつけ着用、
湿潤化、別容器の準備をするということは要求されているが、厳格な規制は対象とされていない。
そこまでは要求されていない。レベル 1、2とレベル 3では差がある。
廃棄物処理法上では、レベル 1、2は廃石綿として、特別管理産業廃棄物として厳格な規制に
なっている。それ以外のレベル 3は、基本的には石綿含有廃棄物で、石綿含有の一般廃棄物あ
るいは産業廃棄物になる。ここでも、レベル 1、2と 3でかなり差があるである。
表－ 3　アスベストの含有率の推移９）
表－ 4　建築基準法のアスベスト規制 10）
表－ 5　各種法律等での規制内容 11）
法律 内容 対象 所管 実行する機関
労働安全衛生法 新規の輸入、使用などの禁止 レベル 1,2,3 厚生労働省 労働基準監督署
石綿障害予防規則 石綿含有建材などの除去時の対策 レベル 1,2,3 厚生労働省 労働基準監督署
建築基準法 建物改修時の吹付けアスベストの除去等 一部の吹付け材 国土交通省 地方自治体
建設リサイクル法 石綿含有建材のリサイクルの禁止 鉄骨等の付着物 国土交通省 地方自治体
大気汚染防止法 石綿含有建材などの除去時の対策 レベル 1,2 相当 環境省 地方自治体
廃棄物処理法 廃石綿などの処理方法 レベル 1,2,3 相当 環境省 地方自治体
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大気汚染防止法も解体工事をする際のレベル 1、2の場合の規制で、石綿障害予防規則も基本
的には解体工事あるいは船の解体工事を対象にしており、震災によってアスベスト粉じんが飛
散するような場合についての法制度というものはないのである。
このような状況を改善しようとして、環境省あるいは厚生労働省が各種のマニュアルを提出
している。
例えば、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部は以下のような災害廃棄物対策指針（2014
年 3 月）を出している。
第 2編 災害廃棄物対策　第 1章 災害予防（被害抑止・被害軽減）
（12）有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策
市町村は、災害時における石綿含有建材の解体・撤去、保管、輸送、処分の過程における取
扱方法等を整理し、平常時から職員・事業者へ教育訓練する。教育訓練には、作業時の適切
な服装等の確保方策も含む。
第 2編 災害廃棄物対策　第 2章 災害応急
（10）有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策
・ 被災市町村は、有害廃棄物の飛散や危険物による爆発・火災等の事故を未然に防ぐため回
収を優先的に行い、保管または早期の処分を行う。人命救助の際には特に注意を払う。
・ PCB等の適正処理が困難な廃棄物は、平常時と同様に排出者が事業者へ引き渡すなど適切
な処理を行う。応急的な対応としては、被災市町村が回収を行った後に、まとめて事業者
に引き渡すなどの公的な関与による対策を行う場合がある。
・ 災害廃棄物が混合状態になっている場合は、有害廃棄物が含まれている可能性も考慮し、
作業員は適切な服装やマスクの着用、散水などによる防塵対策の実施など、労働環境安全
対策を徹底する。
・ 有害物質等の有無は、平常時に行った調査地図等を参考とする。
第 2編 災害廃棄物対策　第 3章 災害復旧・復興等
（13）有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策
・ 被災地方公共団体は、災害応急対応に引き続き、有害廃棄物や危険物を発見次第、優先的
に回収する。放射性物質を含んだ廃棄物の取扱いについては、国の方針に従い処理する。
・ 有害物質や油等を取り扱う事業所が再稼働する場合は、周辺環境への影響防止が図られて
表－ 6　建材別のアスベストの特徴 12）
建材の種類 代表的建材 厚生労働省 国際標準 環境省 国土交通省
吹き付け材 吹き付けアスベスト レベル 1 Friable（易損）飛散性
吹付け石綿、吹付けロッ
クウールのみを規制
保温材、断熱材、
耐火被覆板
配管保温材、煙突用
断熱材
レベル 2 Friable（易損）飛散性
成形板等
ストレート板、ケイ
酸カルシウム板
レベル 3
N o n - f r i a b l e
（非易損）
非飛散性
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いるか状況を確認し、必要に応じて指導する。
4．非日常－震災時での対応
（1）阪神淡路大震災と東日本大震災の概要
阪神淡路大震災と東日本大震災の被害に関する類似点・相違点を簡単に整理しておく。類似
点としては、いずれも 30 万人以上が被災し 10 兆円以上の被害を出した大震災であるという点
である。また当該被災者数は、兵庫県の人口や特に被害の大きかった岩手・宮城・福島 3県の
人口のほぼ 6%に相当する点が指摘できる。
一方相違点としては、今次震災では被害の主因が津波であり死者行方不明者数が相対的に極
めて多くなっていること、阪神淡路大震災では被災地が神戸市を中心とした地域であったのに
対し今次震災は関東から北海道に至る広大な沿岸部全域が被災地となったこと、被災地が罹災
しなかった最寄の大都市から非常に遠く離れており、従って基幹物流網の再建が救援・復興の
要であることなどが特徴として挙げられる。
阪神淡路大震災では約 25 万棟の建物が全半壊し、発生したがれきは推計値（1995 年 11 月）
で 2000 万トンに上る。また昭和 30 年代から半世紀にわたり、燃えにくく安価な石綿が建材と
して使われたケースが多く、倒壊したビルの解体などで高濃度の石綿が飛散し、作業員や周辺
住民らが体内に吸い込んだ可能性が高いとされる。震災当時は石綿についてほとんど知られて
おらず、粉じんを防ぐマスクを付けずに作業した人も多かった。
1995 年の阪神淡路大震災の被災地で、倒壊した建物やがれきの解体や撤去などに携わった作
業員のうち、少なくとも 5人が、アスベストが原因の中皮腫を発症し、死亡していたことがわ
かっている。
（2）東日本大震災の災害廃棄物
東日本大震災は、波高 10m以上、最大遡上高 40.1mにも上る巨大な津波が発生し、東北地方
と関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害が発生した。また、各種の人々の生活に必須な、い
わゆるライフラインも寸断された。2017 年 3 月 10 日時点で、震災による死者・行方不明者は
18446 人（震災関連死を除く）、建築物の全壊・半壊は合わせて 401885 戸が公式に確認されてい
る。震災発生直後のピーク時において避難者は 40 万人以上であった。
日本政府は震災による直接的な被害額を 16 兆円から 25 兆円と試算している。この額は、被
害が大きかった岩手・宮城・福島の 3県の県内総生産の合計に匹敵する（阪神・淡路大震災で
は兵庫県 1県の県内総生産の半分ほどであった）。世界銀行の推計では、自然災害による経済損
失額としては史上 1位としている。
震災により発生したがれき等の廃棄物の概要は表－ 8に示すとおりである。
この震災により、災害廃棄物は約 2000 万トン、津波堆積物は約 1100 万トン発生した。2013
年 3 月末までに、岩手県・宮城県を含む 12 道県 231 市町村は、災害廃棄物及び津波堆積物の処
－ 15 －
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理が完了した。廃棄物推計量は岩手、宮城県で 9年、15 年となっている。
災害廃棄物の 8割強にあたる約 1,606 万トン、津波堆積物のほぼ全量にあたる約 999 万トンが
再生利用され、広域処理量は、約 62 万トン（うち、民間での受入量は約 46 万トン）であった。
（3）東日本大震災の石綿（アスベスト）調査の結果
（独）労働安全衛生総合研究所は、厚生労働省により実施された「東日本大震災がれき処理作
業等における石綿気中濃度モニタリング」について、2011 年度から 2014 年度までの調査結果を
以下のようにまとめている。
表－ 7　阪神・淡路大震災と東日本大震災の災害廃棄物 13）
表－ 8　東日本大震災の災害廃棄物の概要
都道府県数 市町村数 災害廃棄物等発
生量（千トン）
処理の内訳（千トン）
再生利用 焼却 埋立
災害廃棄物 13 239 20188 16062
（82%）
2384
（12%）
1232
（6%）
津波廃棄物 6 36 11016 9990
（99%）
－ 114
（1%）
（各種資料により著者作成）
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モニタリングは 2011 年度と 2012 年度はそれぞれ 100 か所、2013 年度は 85 か所、2014 度は
31 か所の作業地点行われた。作業の種類は、主に、①建築物の解体又は改修作業（以下、吹付
け材や断熱材等の石綿含有建材が使用されていたために隔離養生された中で石綿の除去等の作
業が行われていた現場を「隔離養生あり」、その他の石綿含有建材の除去等の作業が行われてい
た隔離養生のない現場を「隔離養生なし」と便宜的に表現して分類することとする。）、②がれ
きの仮置き場・集積場における作業及び③廃棄物処理場における作業である。
表－ 9に示すように、この 4 年間で合計 314 か所の作業場所で調査が実施された 14）。
サンプリングを行った測定点の総数は 1154 点で、そのうち位相差／偏光顕微鏡法もしくは電
子顕微鏡法による計数で石綿が 1本以上検出されたのは 105 点、石綿繊維数濃度として 10 f/L
を超えたのは 16 点であった。
全体の総括として、建築物解体作業において、隔離養生された中での石綿除去作業では負圧
の不足や集じん排気装置の不具合、作業員退出時の持ち出し等による隔離空間からの漏えいが
主な飛散の原因と推定された。また、事前調査の不備による飛散事例も見受けられた。それ以
外の隔離養生のない建築物解体作業では、事前調査の不備による石綿の見逃しや石綿含有成形
材の破砕等による粉じんが原因と推定されたとしている。
そして、ばく露防止の観点からは、予防的措置及びその他の粉じん等のばく露を抑制する意
味も含めて石綿含有建材に限らず石綿含有が疑われる建材等を扱う際にも防じんマスクの着用
や湿潤化の徹底等の飛散防止対策に十分留意することが重要であるとしている。
環境省では図－ 6に示すようなアスベスト対策を提示している。
（4）東日本大震災でのアスベスト飛散のまとめ
東日本大震災でのアスベストの飛散は、倒壊した建物の大部分が津波によるもので、当初予
測されたものよりは少なかったといえよう。住宅などの使用されていた石綿スレートなどアス
ベストを含有している製品は海水により水分を含み、アスベストは飛散しにくい状況になる。
また、集積場に集められた石綿含有製品の乾燥の期間は、飛散の可能性が高まると考えられる。
このことに関しては、阪神淡路大震災の経験をシンポジウムなどを開催したことで飛散が少な
くなったとも考えられ、現実には一部を除いて一般大気中環境とほぼ変わらなかった。
ただし、解体される建物、広域処理された災害廃棄物に含まれる石綿含有製品からの飛散す
る事態等はやはり可能性としては残る。
表－９　平成 23－ 26 年度厚生労働省調査結果 14）
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（5）被災した住民のアスベストに関する意識調査 16）
アスベストに関する意識調査では、2013 年 7 月 29 日から 2014 年 1 月 19 日に石巻市、女川町、
気仙沼市にて被災住民に直接対面して口頭での聞き取り調査を実施し、95 人から回答を得てい
る。
アスベストについて知っていると回答したのは 84.2％にあたる 80 人だが、建物に使用されて
いることを指摘したのは約半数、健康被害について知っている人も約半数で、何かしら知識を
持っている人は66％だった。知らないと答えたのは、10 代が100％であった。具体的な内容では、
建材については吹付けアスベストは多くの人が知っているが、壁材などの成形板にアスベスト
が入っていることを指摘したのは 1人だけだった。疾患については、肺の疾患やがんと答えた
人は 30 名以上あったが、中皮腫と答えた人は 4 人のみだった。被災地のアスベストについて見
聞きしたことがある人は 59％にあたる 56 人だが、テレビなどのマスコミからの情報がほとんど
で、自治体の広報から情報を得たのは 5 人だけであった。被災地にアスベスト含有建材のある
建物、がれきがあることを知っている人は 42％で半数以下であり、情報源としては他人や噂が
最も多かった。またアスベストについて健康障害や建物、がれきについて気になる人は約半数
の 47 人、気にならないと回答なしを合わせた人も約半数の 48 人であった。
以上から被災地の住民はアスベストについて、テレビなどのマスコミで問題とされているこ
とは知っているが、的確な情報が得られていないことが懸念される。
図－ 6　東日本大震災の被災地におけるアスベスト飛散・ばく露防止対策 15）
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（6）震災時におけるアスベスト対策
日本産業衛生学会「震災関連石綿・粉じん等対策委員会」委員長の広瀬は、震災時にけるア
スベスト対策を次のようにまとめている 17）。
まず、阪神淡路大震災からの教訓としては、次のものをあげている。
（1）防災計画にアスベスト対策を盛り込む必要がある。
（2）アスベストの環境モニタリングの継続が必要である。
（3）アスベスト含有建築物の解体方法の法制化が必要である。
（4） 平時から吹付けアスベストを除去することが原則である。吹付けアスベストの封じ込め
や囲い込みは、地震で倒壊すれば除去工事が必要となるため、行わないことを原則とする。
（5） 平時からアスベストの存在場所を調査し、アスベストマップを作成し、公表する必要が
ある。
図－ 9　アスベストで気になること 16）
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図－ 8　アスベストの情報の入手 16）
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（6） 災害時に一般市民が飛散アスベストの曝露を防げるよう、保護マスクなどを備蓄するこ
とが望まれる。
（7）アスベストの知識を持った調査員の養成が必要である。
（8）解体作業者を中心としたアスベスト曝露労働者の登録制度が必要である。
（9）アスベスト以外の粉じんの曝露のモニターと曝露防止対策が必要である。
次に、平時と災害直後に行うべき対策として以下のように提言している。
＜平時からの対策＞
　1） 地域において、石綿を含んだ建材がどこに、どの程度の量があるのか を可能な限り特定す
る。
　2） 解体作業を行っている企業ではすでに特別教育などが行われているであろうが、その確認
を行う。災害直後には、解体や片付けに通常は従事しない建築業者などもその役割を担う
可能性を考慮し、平時より石綿の防護策などの特別教育を行う。
　3） 災害時は、多くの労働者だけでなくボランティアも片付け作業などで石綿に曝露される可
能性があり、防じんマスクの着用が必要になる。平時より自治体や業者で防じんマスクを
確保し、被災した地域に供給するなどして災害直後からすぐに使用ができるように準備す
る。
　4） 防じんマスクは正しい装着のための教育が必要である。防じんマスク DS2 や N95 マスク
については事前にフィットテストやフィットチェック（ユーザーシールチェック）の教育
なども必要であることから平時よりトレーナーの育成などを行う。
　5） 地震などが発生した際に、石綿を含有した建材の解体から廃棄物処理までかかわる業者な
どを地域であらかじめ想定し、必要な防護策が行われうるかを評価し、必要な改善を行う。
　6） 石綿の防護に関するさまざまな対策を講じるにあたっては、各地域でさまざまな意思決定
や指導などが必要となるため、行政、事業者、そして専門家を交えたネットワークを構築
する。
　7） 事業者だけでなく、警察、消防、自衛隊など災害後にすぐに出動して救助などを行う労働
者に、石綿の防護に関する教育を行う。
＜災害直後に行うべき対策＞
　1） 災害直後に必要となるがれきの片付けや解体作業に携わる業者を対象に、必要な防護の教
育と徹底を速やかに行う。また、警察、消防、自衛隊などでも教育、現場での徹底を確認
する。
　2） 防じんマスクを被災地に届けるルートを速やかに優先的に確保し、必要な人に提供できる
よう全力を尽くす。加えて、現場での防じんマスクの適正使用の徹底について、マスクメ
ーカーの協力も得ながら行う。
　3） 地域の代表的な場所や作業現場において作業環境測定士などの協力を得ながら曝露のリス
クを評価し、必要な対策を結果に基づいて更新する。
　4） 地域において平時より作ったネットワークで行政、業者、専門家による対策の評価や意思
－ 20 －
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決定を行う。平時からのネットワークがない場合には直ちに確保し、地元で得られない場
合には日本産業衛生学会、日本作業環境測定協会、日本労働安全衛生コンサルタント会な
どの専門家集団に依頼する。
　5） ボランティアがかかわる作業を評価し、石綿に曝露されるような作業を行っている場合に
は必要な対策を指導、徹底する。
5．リスク・コミュニケーション
リスク・コミュニケーションとは、個人、集団、組織間でのリスクに関する情報及び意見の
相互交換プロセスであり、利害関係者（建築物所有者、企業、従業員、地域住民、消費者、行
政等）が相互の信頼性と理解のレベルを向上させるために、そのリスクや対策等について相互
に情報や意見の交換を行い、リスク低減に役立てることである。リスク・コミュニケーション
における見解の相違は、知識の度合い、価値観の違い、利害、企業・行政・専門家に対する不
信などから生ずる。
リスク・コミュニケーションの基本方針は、リスクに関する情報の公正な伝達と双方向の交
流にあるが、リスクを正しく伝えることは実際には容易でなく、専門家が科学的に正確な表現
をするのとは別の配慮が必要とされる 18）。
リスク・コミュニケーションが的確に行われるためにはまず、確率的表現で示されるリスク
という概念自体が十分に理解される必要がある。特に、これまで社会的・文化的な一様性に慣
れ親しんできた我が国では、多様性と不確実性の中で個人が深刻な選択を行う機会は少なく、「安
全」と「危険」を相互に相容れない二分法的なものとしてとらえがちであった。しかしながら、
通常の社会経済活動を営む中で生じる今日の環境問題に対処していくに当たっては、危険を完
全に排除することはもはやできず、むしろ安全と危険を連続したものとしてとらえ、その上で
如何に安全性を高めていくかが課題となっており、行政と国民がともにリスク概念の理解と実
践に努めていく必要があると考えられる。そして、環境リスクが示される際には、そのリスク
の評価方法とともにリスク評価自体が不確実性を伴ったプロセスであることが併せて示される
ことが重要である 18）。
また、人間の認知能力は数学的な確率論と合わない場合も多いとされる。社会心理学的研究
によれば、人のリスク認知の仕方は、恐ろしさ、未知性、関与者数（被害の大きさ）などの要
素に依るとされ、恐ろしさ（dreadrisk）と未知性（unknown risk）を軸に様々なリスクを平面
上に表してみると、原子力発電所の事故のようなこれらの要素の高いものの方が喫煙のような
ものよりもリスクが高いと認知される傾向があるとされる。また、利益が大きいほどリスクが
小さい（リスクの大きいものほど利益が小さい）と認知される傾向があると言われる。このよ
うなリスク認知の仕方が非合理的なものとして一方的に排除されるようではリスク・コミュニ
ケーションは成功しない 18）。
リスク・コミュニケーションにおける誤解とされるものに、「化学物質は危険なものと安全な
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ものに二分」、「化学物質のゼロリスクは可能」、」「大きなマスコミの情報は信頼」、「化学物質の
リスクは化学的にかなり解明」、「学者は客観的にリスクを判断」、「一般市民は科学的なリスク
を理解不能」、「情報を出すと無用の不安」、「多くの情報を提供すれば理解促進」、「詳しく説明
すれば理解や合意へ」、「情報提供・説明会・意見公募がリスク・コミュニケーション」といっ
たものがある。
行政はリスクを統計的に判断する傾向にあり、市民は自分にとって安全か危険かで判断する
傾向にある。専門家は科学的で合理的な判断を最も良いものと考えがちであるが、リスク容認
の価値観は個人によって異なり、リスクを受ける人の判断を尊重すべきである。
米国の一般人を対象とした 81 の事象に対するリスク・イメージを図－ 10 に示している。
恐ろしさ因子、未知性因子、災害規模因子の 3つを抽出し、このうち縦軸に＜未知性＞、横
軸に＜恐ろしさ＞をとり、81 の事象をプロットしたところ、「恐ろしくて未知な事象」として遺
伝子工学、超音速ジェット機、原子炉事故、核兵器の死の灰など、「恐ろしくて既知の事象」と
図－ 10　「恐ろしさ」と「未知性」を軸にした場合の各種リスク要因の認識のされ方
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して、拳銃、ダイナマイト、核兵器など、「未知だが恐ろしくない事象」として、抗がん剤、飲
料水のフッ素添加、電子レンジなど、「恐ろしくない既知の事象」として、自転車、直滑降スキー、
送電線などが区別された。
アスベストは原点に近いところにある。
スロビックによれば、出来事の記憶しやすさや想像しやすさによって認知は影響を受け、単
にリスクの存在を指摘するだけではかえって恐怖を感じるとしている。また、最初に形成され
た認知はなかなか変わりにくく、同じリスクでも表現法が変わると認知は変化するのである。
アスベストのリスク・コミュニケーションには次の点を考慮することが重要となる。
　1）科学的なデータに基づく事
　2）現在不明な濃度等は不明である事を伝える（一定の推測オーダーは伝える）
　3）発癌物質を吸入した心理的不安への共感
　4）関連する当事者全員の参加を考える
　5）情報をわかりやすく伝える
　6）信頼関係が重要
　7）専門家は複数（それぞれの立場から推薦）
6．今後の対応
環境省、厚生労働省、国土交通省と縦割りで、アスベストの問題に取り組んでいる現状を改め、
省庁間の連携をより強めていくためにも、アスベスト災害基本法の制定を目指すべきである。
解体業者の資格・登録制度も充実するべきである。建物を解体したり、アスベストを除去し
たりする業者について、資格や登録制度を導入、責任の持てる業者に限って作業を担ってもら
うことも大切である。さらに、アスベスト災害・被害の罰則は、最高でも 50 万円の罰金は国際
的にみても甘いので、罰則規定も強化する。アスベストが存在する周辺住民への説明会の開催
などを課すことで、監視の目を強めることも重要である。
平時のときに適切な対策ができない自治体、省庁は、実際に震災が起きた場合にも、やはり
充分な対策は出来ないのである。確りとした人的資源があって初めて震災時対応が可能になる。
地域防災計画の中に、建物のアスベスト調査を行って、危険箇所等を把握し、危険箇所を自
治体も周囲の住民もわかった上で適切なアスベスト対策を入れる必要がある。そのためにも、
建物調査義務付けの立法化の必要性である。
付記
本研究は JSPS科研費 JP26281064 の助成を受けたものです。
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